
R5補正予算 制度詳細



〇 下記構成員により空港毎に設置される会議体（「空港WG」）において策定される航空・空港人材の確保・育成等に係る
施策を実施するための計画（空港業務体制強化事業計画）

基本スキーム

地方空港等受入環境整備事業費補助金交付要綱 概要
（空港業務体制強化支援事業＜処遇改善及び生産性向上に資する取組の推進＞）

空港関係者で構成されるWGが作成した計画に基づき、各事業者等が行う事業に要する経費について、補助を実施。

（構成員） ●必須：空港管理者、空港運営権者（コンセッション空港の場合に限る）、航空局、都道府県、航空・空港関連事業者
●任意：その他航空・空港人材の確保・育成等が必要な者

○予算額の上限を超える申請があった場合、地方公共団体において、インバウンド需要の回復に向けた空港受入
環境整備に資する取組や支援を実施している空港について優先的に採択を行う。
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※補助対象外経費となるものは以下を想定。
・補助対象事業者の経常的な経費
（補助事業推進に係る人件費及び旅費、光熱水費、通信料等
ただし、応援派遣事業においては、旅費・交通費が含まれる）

・同一の事業の経費において、国（独立行政法人含む）より別途補助金が支給されている場合
・その他事業と無関係と思われる経費

補助対象事業者 補助対象経費 補助率

処
遇
改
善
等

職場環境改善
等

職場環境改
善 ・地方公共団体

・空港運営権者（コンセッション空港に限る）
・空港法第14条で定める協議会その他会議体

（間接補助方式及び直接補助方式）

※会議体とは、空港設置管理者、空港の所在す
る地方公共団体又は市町村及び複数の航空・空
港関係事業者等により構成される協議会又は団
体をいう。

保育施設、休憩所等の職場環境改善の整備に要す
る経費

1/2以下

資機材の共有
化等推進

資機材の共
有化・共用
化

車両共有化に伴う設備投資（車両導入等）に要する
経費、
車両共用化に伴う教育・訓練に要する経費

1/2以下

需要変動リス
クに対応した
支援

応援派遣・
資機材レン
タル

応援派遣、業務委託に要する経費、
車両等資機材のレンタルに要する経費

1/2以下

補助対象事業者・経費



【空港業務体制強化事業計画】
※人材確保・業務効率化の推進事業において、複数空港で同じ内容の事業を一括発注するなどの複数事業に対する補助を
受ける場合は、全ての空港WGにおいて同じ内容の計画を添付し、申請する空港名を記載すること
その際のKPIについては、全体と各空港でのKPIを記載すること

大まかな計画記載事項

① 計画の目標（KPI等）

② 計画の目標を達成するために必要な事業

③ 急速な観光需要の回復に向けた空港業務体制強化支援事業の効果の把握
及び評価に関する事項

④ その他必要な事項
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記載イメージ（処遇改善等）

① 計画の目標（KPI等）
・ A空港のランプ・旅客ハンドリングに係る離職率について、前年度比○％減
・ B空港における従業員アンケートにおいて、職場環境の改善効果の回答：○％以上
・ 車両共有化による作業時間の効率化：○分／機
・ 資機材のレンタルや人員の応援派遣等を活用した勤務体制の構築による要員削減：○人

等

② 計画の目標を達成するために必要な事業
・ A空港における空港従業員専用の空港内保育施設の整備（職場環境改善）
・ B空港におけるグランドハンドリング職員専用休憩室の整備（職場環境改善）
・ 共有化を目的としたGSE車両導入（資機材の共有化・共用化等）
・ GSE車両のレンタル及びグランドハンドリング職員派遣委託（応援派遣・資機材レンタル等）

等

③ 急速な観光需要の回復に向けた空港業務体制強化支援事業の効果の把握及び評価に関する事項
・ 在職者並びに離職者に対して、職場環境アンケート調査を実施
・ 車両共有化前後における一機当たりの作業時間等の調査実施
・ 勤務体制の見直し及び見直し後の勤務状況ヒアリング

等

④ その他必要な事項
・ 計画実施期間（令和6年1月～令和6年3月中旬）及びそのスケジュール
・ 補助対象事業、補助対象事業者及び経費の見込み 等

補助対象事業 補助対象事業者 経費の見込み

空港内共用休憩所整備事業 A県 ○○万円

共有化車両導入事業 B県 ○○万円

ランプ職員派遣委託事業 C協議会 ○○万円
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補助申請から補助金交付までの大まかなフロー図
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【参考】今後のスケジュール
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（注）
・申請があったものから随時審査のうえ、採択・交付決定を行いますので、申請準備が整い次第速やかに提出願います。
・申請にあたっては、交付要綱・応募要領・Q&A等をご確認のうえ関連資料の準備をお願いします。
・最終の交付決定後、予算残額が生じる場合は、再度募集を行います。

2月6日 募集開始

随時 採択・交付決定

2月22日 募集〆切

3月上旬 採択・交付決定（最終）


